
 

平成 14 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要 

平成 13 年 11 月 13 日 

 

会 社 名  株式会社 精工技研          登録銘柄 

コ ー ド 番 号  6834                 本社所在都道府県 千葉県 

本 社 所 在 地  松戸市松飛台 286 番地の 23 

問い合わせ先  責任者役職名 経営企画室主任 

        氏    名 細 江 宣 明     ＴＥＬ（047）388－6401     

決算取締役会開催日  平成 13 年 11 月 13 日       中間配当制度の有無   有  

中間配当支払開始日  平成―年―月―日 

 

１．13 年 9 月中間期の業績（平成 13 年 4 月 1 日～平成 13 年 9 月 30 日） 

(1) 経営成績 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 
13 年 9 月中間期 
12 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
2,407（△65.6） 
7,005（ ― ） 

百万円   ％ 
436（△86.4） 

3,197（ ― ） 

百万円   ％ 
462（△85.1） 

3,109（ ― ） 

 

13 年 3 月期 13,157 5,596 5,530  

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 

 
13 年 9 月中間期 
12 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
331（△79.1） 

1,586（ ― ） 

円  銭 
35.52 

208.63 

 

13 年 3 月期        2,891 341.49  

(注) 1．期中平均株式数 13 年 9 月中間期 9,333,612 株 12 年 9 月中間期 7,605,536 株  

13 年 3 月期 8,467,228 株 

   2．会計処理の方法の変更  無 

   3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 (注) 13 年 9 月中間配当金の内訳 

 
13 年 9 月中間期 
12 年 9 月中間期 

円 銭 
0.00 
0.00 

円 銭 
― 
― 

    記念配当  0 円 00 銭 
    特別配当  0 円 00 銭 

13 年 3 月期 ―  30.00  

 

(3) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  

 
13 年 9 月中間期 
12 年 9 月中間期 

百万円 
25,515 
25,970 

百万円 
24,314 
23,197 

％ 
95.3 
89.3 

円  銭 
2,605.06 
2,485.36 

 

13 年 3 月期 27,165 24,403 89.8 2,614.53  

(注) 期末発行済株式数 13 年 9 月中間期 9,333,654 株 12 年 9 月中間期 9,333,654 株  

13 年 3 月期 9,333,654 株 
 

２．14 年 3 月期の業績予想（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 
1 株当たり年間配当金  

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
期 末   

 
通  期 

百万円 
4,285   

百万円 
113   

百万円 
△136   

円 銭 
30 00 

円 銭 
30 00 

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）  △14 円 57 銭 

店 



 

中間貸借対照表 
(単位：千円) 

当 中 間 期 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 

前 中 間 期 

(平成 12 年 9 月 30 日現在) 

前 事 業 年 度 の 

要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

期 別 

 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額 構成比 

【 資 産 の 部 】   %  %  % 

Ⅰ 流 動 資 産        

1. 現 金 及 び 預 金  3,960,103  5,456,813  5,351,182  
2. 受 取 手 形 ※3 72,708  147,520  251,408  
3. 売 掛 金  514,361  2,079,720  2,212,277  

4. 有 価 証 券  10,970,189  10,952,557  10,965,405  
5. た な 卸 資 産  2,365,165  1,728,145  1,575,084  
6. 繰 延 税 金 資 産  56,407  134,597  158,757  

7. そ の 他 ※2 223,441  74,539  86,830  
 貸 倒 引 当 金  △   3,030  △   6,780  △   7,440  

計  18,159,347 71.2 20,567,113 79.2 20,593,505 75.8 
        

Ⅱ 固 定 資 産        
( 1 ) 有 形 固 定 資 産 ※1       
1. 建 物  1,600,593  982,909  1,662,567  

2. 構 築 物  85,983  25,650  94,948  
3. 機 械 及 び 装 置  397,406  334,347  438,066  
4. 車 両 運 搬 具  23  23  23  

5. 工具、器具及び備品  401,447  305,011  337,926  
6. 土 地  2,212,278  2,220,089  2,220,089  
7. 建 設 仮 勘 定  1,173,395  248,565  619,446  

計  5,871,127 23.0 4,116,597 15.9 5,373,067 19.8 
        

( 2 ) 無 形 固 定 資 産  10,908 0.0 4,339 0.0 11,680 0.0 
        

(3)投資その他の資産        
1. 投 資 有 価 証 券  614,465  987,620  818,324  
2. 関 係 会 社 株 式  120,854  21,430  21,430  

3. 関 係 会 社 出 資 金  280,800  -  -  
4. 繰 延 税 金 資 産  361,089  180,532  252,413  
5. そ の 他  97,279  92,923  95,160  

 貸 倒 引 当 金  △  10  △  10  △  10  

計  1,474,478 5.8 1,282,496 4.9 1,187,318 4.4 

固 定 資 産 合 計  7,356,514 28.8 5,403,433 20.8 6,572,067 24.2 
        

資 産 合 計  25,515,862 100.0 25,970,547 100.0 27,165,572 100.0 

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
(単位：千円) 

当 中 間 期 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 

前 中 間 期 

(平成12年 9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の 

要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

期 別 

 

 

科 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

【 負 債 の 部 】   %  %  % 
Ⅰ 流 動 負 債        

1. 買 掛 金  127,160  404,471  439,260  
2. 未 払 金  149,501  266,529  247,612  
3. 未 払 費 用  166,621  171,707  177,503  

4. 未 払 法 人 税 等  242,584  1,471,593  1,413,471  
5. そ の 他  44,124  51,456  69,909  

計  729,992 2.9 2,365,757 9.1 2,347,758 8.7 
        

Ⅱ 固 定 負 債        
1. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  275,170  263,610  269,950  
2. 退 職 給 付 引 当 金  196,068  143,663  144,775  

計  471,238 1.8 407,273 1.6 414,725 1.5 

負 債 合 計  1,201,231 4.7 2,773,030 10.7 2,762,483 10.2 
        

【 資 本 の 部 】        
I 資 本 金  6,791,682 26.6 6,791,682 26.2 6,791,682 25.0 

II 資 本 準 備 金  10,571,419 41.4 10,571,419 40.7 10,571,419 38.9 
III 利 益 準 備 金  1,697,920 6.7 87,407 0.3 87,407 0.3 
IV その他の剰余金        

1. 任 意 積 立 金  5,007,113  4,004,480  4,004,480  
2. 中間(当期)未処分利益  490,335  1,766,076  3,070,803  

計  5,497,449 21.5 5,770,557 22.2 7,075,283 26.0 
V その他有価証券評価差額金  △ 242,015 △ 0.9 △ 23,550 △ 0.1 △ 122,704 △ 0.4 

VI 自己株式  △ 1,826 △ 0.0 - - - - 

資 本 合 計  24,314,631 95.3 23,197,516 89.3 24,403,088 89.8 
        

負 債 ・ 資 本 合 計  25,515,862 100.0 25,970,547 100.0 27,165,572 100.0 

        

 



 

中間損益計算書  
(単位：千円) 

当 中 間 期           

(
自平成13年4月１日
至平成13年9月 30日

) 

前 中 間 期           

(
自平成12年4月１日
至平成12年9月 30日

) 

前 事 業 年 度 の 要 約          

損 益 計 算 書          

(
自平成12年4月１日
至平成13年3月 31日

) 

期 別 

 

 

 

科 目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

   %  %  % 
I 売 上 高   2,407,089 100.0 7,005,800 100.0 13,157,439 100.0 
II 売 上 原 価 ※1 1,450,147 60.2 3,312,371 47.3 6,521,837 49.6 

売 上 総 利 益  956,941 39.8 3,693,428 52.7 6,635,602 50.4 

III 販売費及び一般管理費 ※1 520,488 21.6 496,268 7.1 1,039,202 7.9 

営 業 利 益  436,453 18.1 3,197,160 45.6 5,596,400 42.5 
        

Ⅳ 営 業 外 収 益        

1. 受 取 利 息  4,598  1,135  6,344  
2. 有 価 証 券 利 息  6,644  3,819  21,065  
3. 受 取 配 当 金  94  214  1,449  

4. 特 許 権 使 用 料  16,219  11,906  31,835  
5. そ の 他  8,154  1,654  4,090  

計  35,712 1.5 18,730 0.3 64,785 0.5 
        

Ⅴ 営 業 外 費 用        
1. 支 払 利 息  -  21,139  21,139  
2. 新 株 発 行 費  -  61,384  61,384  

3. 借 入 金 繰 上 返 済 手 数 料  -  15,420  15,420  
4. た な 卸 資 産 除 却 損  4,707  -  17,816  
5. そ の 他  4,825  8,799  14,643  

計  9,533 0.4 106,744 1.5 130,404 1.0 

経 常 利 益  462,631 19.2 3,109,146 44.4 5,530,781 42.0 
        

Ⅵ 特 別 利 益 ※2 151,384 6.3 7,670 0.1 - - 
Ⅶ 特 別 損 失 ※3 1,363 0.1 72,817 1.0 82,311 0.6 

税 引 前 中 間 (当 期 ) 純 利 益  612,652 25.5 3,043,999 43.4 5,448,469 41.4 
法人税、住民税及び事業税  202,052 8.4 1,444,990 20.6 2,569,853 19.5 
法 人 税 等 調 整 額  79,012 3.3 12,240 0.2 △12,879 △0.1 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  331,587 13.8 1,586,769 22.6 2,891,496 22.0 
前 期 繰 越 利 益  158,748  179,307  179,307  

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益  490,335  1,766,076  3,070,803  

        

 



 

 中間キャッシュ・フロー計算書  
※当中間会計期間のキャッシュ・フローについては、中間連結キャッシュ・フロー計算書に記載しております。 

(単位：千円) 

前 中 間 期           

(
自  平成12年4月１日
至  平成12年9月 30日

) 

前 事 業 年 度 の 要 約          
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書           

(
自  平成12年4月１日
至  平成13年3月 31日

) 
期     別 

科     目 

金      額 金      額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

1. 税引前中間（当期）純利益 3,043,999 5,448,469 
2. 減価償却費 135,161 314,340 
3. 固定資産除却損 540 10,034 
4. 貸倒引当金の減少額(△) △7,670 △7,010 
5. 役員退職慰労引当金の増加額 10,550 16,890 
6. 退職給付引当金の増加額 91,995 93,107 
7. 受取利息及び受取配当金 △5,169 △28,859 
8. 支払利息 21,139 21,139 
9. 新株発行費 61,384 - 

10. その他の営業外費用 21,463 17,816 
11. 為替差益 △3 - 
12. 自己株式売却損 - 2,108 
13. 売上債権の減少額 349,293 112,848 
14. たな卸資産の増加額(△) △380,147 △244,903 
15. その他流動資産の増加額(△) △22,550 △29,798 
16. 買掛金の増加額又は減少額(△) △139,562 △104,772 
17. 未払費用の増加額 15,277 21,073 
18. 未払金の増加額 43,496 26,199 
19. 未払消費税等の増加額又は減少額(△) △15,923 △37,276 
20. その他流動負債の増加額又は減少額(△) △31,775 6,412 
21. 役員賞与の支給額 △23,700 △23,700 
小計 3,167,796 5,614,119 
22. 利息及び配当金の受取額 3,708 18,799 
23. 利息の支払額 △18,571 △18,571 
24. 法人税等の支払額 △1,942,070 △3,121,739 
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,210,864 2,492,607 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

1. 定期預金の預入による支出 △2,180,462 △2,199,833 
2. 定期預金の払戻による収入 180,376 205,723 
3. 有形固定資産の取得による支出 △1,480,236 △2,924,958 
4. 無形固定資産の取得による支出 △2,233 △9,996 
5. 有価証券の取得による支出 △1,820,265 △1821,641 
6. その他投資取得による支出 △2,084 △4,333 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △5,304,904 △6,755,039 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

1. 長期借入金返済による支出 △1,565,224 △1,549,804 
2. 長期未払金の支払額 △327,313 △321,270 
3. 株式の発行による収入 16,858,615 16,920,000 
4. 自己株式の売却による収入 - 2,240 
5. 自己株式の取得による支出 △2,078 △6,174 
6. 配当金の支払額 △178,578 △178,578 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 14,785,421 14,866,412 
Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額                3 - 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額                10,691,384 10,603,980 
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                2,713,147 2,713,147 

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 ( 期 末 )残 高                13,404,532 13,317,127 

   



 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1)  たな卸資産 

①  商品・・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法によっております。 

②  製品  

光通信関連製品・・・・・・・ 移動平均法による原価法によっております。 

金型関連製品   ・・・・・・・ 個別法による原価法によっております。 

③  原材料・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法によっております。 

④  仕掛品・・・・・・・・・・・・・ 個別法による原価法によっております。 

⑤  貯蔵品・・・・・・・・・・・・・ 最終仕入原価法によっております。 

(2)  有価証券 

①  子会社株式  ・・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

② その他有価証券で時価のあるもの・・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております） 

③ その他有価証券で時価のないもの・・・・ 移動平均法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4 月１日以降取得した建物(建物附属設
備を除く)については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであ
ります。 
建物   8 年～38 年 
機械装置 7 年～10 年 
 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における
利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1)  貸倒引当金 金銭債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しておりま
す。 

(2) 役員退職慰労引当金 役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額の 100％を計上して
おります。 

(3)  退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込み額に基づき、当中間会計期間末において発生している
と認められる額を計上しております。 

 

4.  ﾘ ｰ ｽ取引の処理方法 

ﾘ ｰ ｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ・ ﾘ ｰ ｽ取引は、通常の賃貸借

取引に準じた会計処理によっております。 

 

5.  その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)  消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

(2)  税効果会計の処理 

中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益処分

による特別償却積立金の積立及び取崩を前提として当中間会計期間に係る金額を計算してお

ります。 

 



 

(追加情報) 

①  退職給付会計 

従来、退職給付引当金は退職給付に係る会計基準（ ｢退職給付に係る会計基準の設定に関す

る意見書 ｣（企業会計審議会平成10年 6月16日））による簡便法で算定しておりましたが、当
中間期より、原則法により算定することに変更いたしました。この結果、従来の方法によ
った場合と比較して、退職給付費用が51,682千円増加し、経常利益、税引前中間純利益は

それぞれ51,682千円減少しております。 
 
②  自己株式 

平成13年 9月 25日に公布されました「証券取引法第161条の 2に規定する取引及びその保証金
に関す る内閣府令（内閣府令第76号）」（以下「改正府令」という。）を受けて「財務諸表の
用語、様式及び作成方法に関する規則」（「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則」を含む。）が一部改正されました。 
当中間決算期においては、年度決算との首尾一貫性の観点から改正府令附則第 3条に基づき、
改正後の（「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第 36条の2の3を早期

適用し、従来流動資産に計上しておりました自己株式を資本に対する控除項目として、資本
の部から控除しております。 
この結果、従来の方法によった場合と比較して、資産の部及び資本の部がそれぞれ1,826千

円減少しております。 
 



 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 (単位：千円) 
期別 

 
摘要 

当 中 間 期 
(平成13年 9月30日現在) 

前 中 間 期 
(平成12年 9月30日現在) 

前 事 業 年 度 末 
(平成13年 3月31日現在) 

※1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,052,273 1,702,338 1,860,474 

※2. 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流

動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流

動資産の「その他」に含め 

て表示しております。 

※3. 期末日満期手形 当中間会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、

当中間会計期間末日は金

融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日

満期手形が、中間会計期

間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形       20,832 

- 期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。なお、当期末日は金融

機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期

末残高に含まれておりま

す。 

受取手形       63,726 

 
 
 



 

(中間損益計算書関係) 

  (単位：千円) 
期別 

 
摘要 

当 中 間 期        

(
自平成13年4月１日
至平成13年9月 30日

) 

前 中 間 期        

(
自平成12年4月１日
至平成12年9月 30日

) 

前 事 業 年 度           

(
自平成12年4月１日
至平成13年3月 31日

) 

※1. 減価償却実施額    

① 有形固定資産 205,683 134,895  313,651  

② 無形固定資産 771 266  688  

    

※2. 特別利益の主な内訳    

① 固定資産売却益 4,994 -  -  

② 貸倒引当金戻入 4,410 7,670  -  

③ 過年度特許権使用料 141,980 -  -  

    

※3.  特別損失の主な内訳    

① 固定資産除却損 1,363 540  10,034  

② 退職給付会計基準変更時差異償却 - 72,277  72,277  

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前 中 間 期           

(
自  平成12年4月１日
至  平成12年9月 30日

) 

前 事 業 年 度           

(
自  平成12年4月１日
至  平成13年3月 31日

) 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 
（平成 12 年 9 月 30 日現在）

                       千円 

現金及び預金勘定              5,456,813 
預入期間が３か月を超える定期預金    △ 2,205,809 
有価証券 M M F                         10,153,528 

現金及び現金同等物                  13,404,532 
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 
（平成 13 年 3 月 31 日現在）

                       千円 

現金及び預金勘定                  5,351,182 
預入期間が３か月を超える定期預金       △2,199,833 
有価証券 M M F                            10,165,779 

現金及び現金同等物                 13,317,127 

 



 

 (リ ー ス 取 引 関 係         ) 
 (単位：千円) 

当 中 間 期           

(
自  平成13年4月１日
至  平成13年9月 30日

) 

前 中 間 期           

(
自  平成12年4月１日
至  平成12年9月 30日

) 

前 事 業 年 度           

(
自  平成12年4月１日
至  平成13年3月 31日

) 

ﾘ ｰ ｽ物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のﾌ ｧ ｲ
ﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 
①  ﾘ ｰ ｽ物件の取得価額相当額、

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 及 び 中
間期末残高相当額 

ﾘ ｰ ｽ物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のﾌ ｧ ｲ
ﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 
①  ﾘ ｰ ｽ物件の取得価額相当額、

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 及 び 中
間期末残高相当額 

ﾘ ｰ ｽ物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外の ﾌ ｧ ｲ
ﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 
①  ﾘ ｰ ｽ物件の取得価額相当額、

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 及 び 期
末残高相当額 

 

 
 

取 得
価 額 
相 当

額 

減 価 
償 却 
累 計 
額 相
当 額 

中 間
期 末
残 高 
相 当

額 

工 具 、器具及 
び 備 品 16,305

 
11,916 

 
4,389 

車 両 運 搬 具 11,557 10,734 823 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 3,738 996 2,741 

合 計 31,600 23,647 7,953 
  

 

 
 

取 得
価 額 
相 当

額 

減 価
償 却 
累 計
額 相
当 額 

中 間
期 末 
残 高 
相 当 

額 

工 具 、器具及 
び 備 品 

 
16,305 

 
8,848 

 
7,457 

車 両 運 搬 具 11,557 8,001 3,555 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 3,738 249 3,488 

合 計 31,600 17,099 14,501 
  

 

 
 

取 得
価 額 
相 当

額 

減 価
償 却 
累 計
額 相
当 額 

期 末
残 高 
相 当

額 

工 具 、器具及 
び 備 品 

 
16,305 

 
10,382 

 
5,923 

車 両 運 搬 具 11,557 9,367 2,189 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 3,738 623 3,115 

合 計 31,600 20,373 11,227 
  

 取得価額相当額は、未経過ﾘ ｰ ｽ
料 中 間 期 末 残 高 の 有 形 固 定 資 産

の 中 間 期 末 残 高 等 に 占 め る 割 合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

 取得価額相当額は、未経過ﾘ ｰ ｽ
料 中 間 期 末 残 高 の 有 形 固 定 資 産

の 中 間 期 末 残 高 等 に 占 め る 割 合
が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

 取得価額相当額は、未経過 ﾘ ｰ ｽ
料 期 末 残 高 が 有 形 固 定 資 産 の 期

末 残 高 等 に 占 め る 割 合 が 低 い た
め、支払利子込み法により算定し
ております。 

 
② 未経過ﾘｰｽ料中間期末残高相当額 

   １   年   内   3,552 

   １  年  超   4,401 
    合   計  7,953 

② 未経過ﾘｰｽ料中間期末残高相当額 
   １   年   内   6,548 

   １  年  超   7,953 
    合   計  14,501 

② 未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額 

   １   年   内   5,570 

   １  年  超   5,657 
    合   計  11,227 

 なお、未経過ﾘ ｰ ｽ料中間期末残

高相当額は、未経過ﾘ ｰ ｽ料中間期
末 残 高 の 有 形 固 定 資 産 の 中 間 期
末 残 高 等 に 占 め る 割 合 が 低 い た

め、支払利子込み法により算定し
ております。 
 

 なお、未経過ﾘ ｰ ｽ料中間期末残

高相当額は、未経過ﾘ ｰ ｽ料中間期
末 残 高 の 有 形 固 定 資 産 の 中 間 期
末 残 高 等 に 占 め る 割 合 が 低 い た

め、支払利子込み法により算定し
ております。 
 

 なお、未経過ﾘ ｰ ｽ料期末残高相

当額は、未経過ﾘ ｰ ｽ料期末残高が
有 形 固 定 資 産 の 期 末 残 高 等 に 占
める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

③ 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 
   支 払 ﾘ ｰ ｽ 料          3,274 
   減価償却費相当額          3,274 

③ 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 
   支 払 ﾘ ｰ ｽ 料          3,606 
   減価償却費相当額          3,606 

③ 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 

   支 払 ﾘ ｰ ｽ 料          6,652 
   減価償却費相当額          6,652 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
ﾘ ｰ ｽ期間を耐用年数とし、残

存 価 額 を 零 と す る 定 額 法 に よ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
 

同左 

 



 

(有価証券関係) 
※当中間会計期間の「有価証券」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものは除く）については、中間連結財務諸表にお

ける注記事項として記載しております。 
前中間期（平成 12 年 9 月 30 日現在） 

有 価 証 券              
① 満期保有目的の債券で時価のあるもの                           （単位：千円） 

 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

国  債 799,029 798,960  △69  

合計 799,029 798,960  △69  

 
② その他有価証券で時価のあるもの                             （単位：千円） 

 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

株  式 28,996  29,101  105  

投資信託 999,020  958,518  △40,501  

合計 1,028,016  987,620  △40,396  

 
③ 時価評価されていない主な有価証券                            （単位：千円） 

 中間貸借対照表計上額 摘要 

その他有価証券 

MMF 

 

10,153,528  
 

合計 10,153,528   

 



 

前事業年度（平成１３年３月３１日現在） 
① 満期保有目的の債券で時価のあるもの                                                   （単位：千円） 
 種類 貸借対照表計上額 時価 差額 

 時 価 が 貸 借  
対照表計上額を超えるもの 

国債 799,626 800,640 1,013 

合計  799,626 800,640 1,013 
 

② その他の有価証券で時価のあるもの                               （単位：千円） 
 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式 3,251 3,959 708 貸 借 対 照 表 計 上 額 が 
取 得 原 価 を 超 え る も の 小計 3,251 3,959 708 

(1) 株式 
(2)  その他 

26,523 
999,020 

22,453 

791,910 
△4,069 

△207,109 貸 借 対 照 表 計 上 額 が 
取 得 原 価 を 超 え な い も の 

小計 1,025,544 814,364 △211,179 

合  計 1,028,796 818,324 △210,471 

 
③ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額                      （単位：千円） 
 貸借対照表計上額 摘要 

その他有価証券 
MMF 

 
10,165,779  

 

合計 10,165,779   

 
④ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額          （単位：千円） 

 1 年以内 

国債  799,626  

合計 799,626  

 

(デリバティブ取引関係) 
※当中間会計期間の「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

 
デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

 
(1)  前中間期 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 
 

(2) 前事業年度 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

 
 


